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序   文 
 
 
 国際協力事業団はラオス国政府からの技術協力の要請を受け、平成 13
年 2 月から同国においてラオス養殖改善普及計画を開始しました。 
 この度、当事業団では、本計画の今後の実行計画を協議・検討するた
め、平成 13 年 9 月 20 日から平成 13 年 9 月 28 日まで、元水産庁 養殖研
究所 企画連絡室長 加藤 禎一氏を団長とするプロジェクト運営指導
調査団を同国に派遣しました。調査団はラオス国政府関係者や派遣専門
家と協議を行うと共に、プロジェクト・サイトでの現地調査を実施し、
帰国後の国内作業を経て調査結果を本報告書に取りまとめました。 
 今回の調査・協議の結果が本計画の協力目標達成に役立つと共に、こ
の技術協力事業の実施が今後の両国の友好・改善の一層の発展に寄与す
ることを期待いたします。 
 終わりにこの調査にご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、
心から感謝の意を表します。 
 
 
 

平成 13 年 10 月 
 
国際協力事業団 
理事 鈴木 信毅  
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1.1.1.1.    運営指導調査団の派遣運営指導調査団の派遣運営指導調査団の派遣運営指導調査団の派遣                        

 

1111----1. 1. 1. 1. 要請の背景要請の背景要請の背景要請の背景                                

ラオス国においては国民の動物性タンパク質摂取量の４０～５０％を水産物に依存

しており、第一次産業の中でも水産業は重要な位置を占めている。しかしながら、従

来の養殖は伝統に根ざした経験則に基づいているため適正な生産システムとなってい

ないこと、また養殖用種苗の需要に対し種苗生産が不足していることから養殖による

生産性は未だ十分とはいえない状況にあり、さらに適正技術を開発・指導するための

人材や施設についても整備されていない状況にあるため、ラオス国は種苗生産体制を

確立し、既存の養殖の技術を改善することにより、農民への養殖普及体制を整えるこ

とを目的としたプロジェクト方式技術協力を我が国に対し要請してきた。 

これを受け、我が国は平成１1年７月に事前調査団を派遣し、ラオス側と想定される

協力内容について協議を行った。その後、平成１２年２月に短期調査団を派遣し協力

内容の詳細について協議を行い、平成１２年７月、ラオス側との合意のもと討議議事

録（Ｒ/Ｄ）の署名を行い、平成１３年２月より３年間の協力が開始された。 

 

1111----2. 2. 2. 2. プロジェクプロジェクプロジェクプロジェクト概要ト概要ト概要ト概要    

    

（１）上位目標：ラオスにおける養殖業に対する技術改善と普及活動が活発に行われ   

   るようになる。 

（２）プロジェクト目標：ナムスワン養殖センターを確立し、カウンターパートの養殖

技術改善と普及活動能力を育成する。 

（３）成果： 

 ・ナムスワン養殖センターが建設され、施設・設備が整備される。 

 ・カウンターパートの，養殖および養殖普及に関する知識・技術が改善される。 

 ・養殖状況に関するデータベースが確立され、実態が明らかになる。 

 ・県、郡の普及員の研修コース実施の手法が確立される。 

 ・ナムスワン養殖センターと県・郡の普及関係機関、研究教育機関および他ドナー  

  とのネットワークが強化される。 

  

1111----3.3.3.3.    調査団の派遣目的調査団の派遣目的調査団の派遣目的調査団の派遣目的    

（１）現在までのプロジェクト活動状況及び問題点について調査し指導・助言を行う。 
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（２）相手国側の実施体制（予算、人員、施設整備状況、関連機関の連携体制等）及     

  び負担事項（ローカルコスト、Ｃ／Ｐ配置）について確認し、問題点があれば相 

  手国側と協議する。 

（３）プロジェクトのプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、活動計画表 

  （PO）、モニタリング・評価計画書、並びにプロジェクト運営上の問題点等につ 

  いてラ国側関係者と協議を行い関係者と署名・交換する。 

（4）その他必要事項を検討する。 

 

1111----4.4.4.4.    調査団の構成調査団の構成調査団の構成調査団の構成                                

団長・総括 加藤 禎一 元水産庁 養殖研究所 企画連絡室長 

淡水養殖 
 

福田 稔 
 

埼玉県農林総合研究センター 水産支所 
支所長 

計画管理 
 

三村 一郎 
 

国際協力事業団森林・自然環境協力部 
水産環境協力課 職員 

 

1111----5.5.5.5.    調査日程調査日程調査日程調査日程                                

日順 月日（曜日） 行程 調査内容 

1
2

3

4
5

6
7
8

9

9/20（木）
21（金）

22（土）

23（日）
24（月）

25（火）
26（水）
27（木）

28（金）

東京→バンコク 
→ヴィエンチャン 
 
 
 
 
 
 
 
 
ヴィエンチャン→バン
コク 
→東京 
 

移動 
移動、JICA事務所打合せ、大使館表敬、農林
省・畜水産局表敬、専門家との打ち合わせ 
畜水産局との協議、ナムスワン建設予定地調
査 
養殖現状調査 
FAOとの協議、Ｃ／Ｐとの協議、ノンテン養魚
場調査、養殖農家調査 
養殖現状調査 
ミニッツ署名、大使館報告、事務所報告 
移動 
 
移動 
  

1111----6. 6. 6. 6. 主要面談者主要面談者主要面談者主要面談者                             

・農林省 

  Mr.Somnuek Therasack, Assistant of Director General of Cabinet 

  Mr.Chanthaneth Simahano, Deputy Director for International Cooperation  

  Investment Division  
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・農林省 畜水産局 

  Mr.Singkham Phonvisay, Director General, Department of Livestock and     

  Fisheries 

  Mr.Somphanh Chanphengxay, Chief of Planning Division 

  Mr.Chanthabonn Sirimnotham, Project Director 

・在ラオス日本大使館  

  二等書記官 平山 周作 

・JICA ラオス事務所 

  所長 青木 真 

  次長 宮田 伸昭 

  所員 日高 弘 

・FAO  

  木本 長、FAO Representative in LAO PDR 

・ラオス養殖改善普及計画 

  チーフアドバイザー/養殖普及 池ノ上 宏 

  業務調整  伊藤 将宏 

  淡水養殖  茶木 博之 

  種苗生産  山田 収 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



 

 -

    

2.2.2.2.    プロジェクト実施体制プロジェクト実施体制プロジェクト実施体制プロジェクト実施体制                            

    2222----1.1.1.1.ラオス側実施体制ラオス側実施体制ラオス側実施体制ラオス側実施体制    

（１）組織 

 畜水産局の組織は図 1に示したとおりである。 

 

 
国レベル 

 

 

 

 

 

 

 

県レベル 

 

郡レベル 

 

 

 

 

（２）予算措置 

 ラオス政府は恒常的に歳入不足の状態に

ト負担能力は努力は見られるものの高いと

ある（プロジェクト初年度予算：2500 万キ

及庁（組織変更により、畜水産局から農林

魚場の運営状況を見ると、政府予算で支出

通信費などであり、8 名のワーカー、用務

 

 

 

 

 

農林省
畜水産局
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あり、

は言え

ップ、

省普及

されてい

員等の

 
国立農林業研究所

 (NAFRI) 

 
人事･庶務課
 技術課
 計画･協力課
 

北部農業専門学校
 

 
畜産防疫 

センター 
プロ

ず、

2年

庁へ

るの

給与
LARReC
ジェクト運営上の

引き続き予算獲得

度予算：1億キッ

鞍替え）に所属す

は 4名の職員の

、養殖施設の修理
ノンテン養魚場

畜産飼料

試験場 
AQIP
EU畜産 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ロ

を

プ

る

給

費

農林普及庁
県畜水産課
郡畜水産課
図 1. 畜水産局および関係機関. 
県養殖ステーション
ーカルコス

行う必要が

）。農林省普

ノンテン養

与、電気代、

、餌代など
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は種苗の売上げ収入から支払われている。すなわち、各年度の生産計画にしたがって

種苗売上げ収入を予想し、その値から国庫に納入する額をあらかじめ決め、実際の売

上額からあらかじめ決められた納入額を差し引いた余剰額がノンテン養魚場の運営の

ために使われる。売上額が納入額を下回った場合には、翌年の余剰で精算することに

なる。本プロジェクトにおいては、ナムスワン養殖センターを種苗の大量生産を目的

とした施設として建設するのではない。従って、ノンテン養魚場のように種苗の売上

げで施設運営費のかなりの部分をまかなうというのは難しいかもしれない。しかし、

政府の予算がきわめて厳しい現状を考えると、ナムスワン養殖センターでも生産した

種苗は販売してその売上げをセンターの運営費に使い、少しでも政府予算への依存度

を減らす仕組みを将来的には作る必要がある。 

  

（３）組織の運営能力 

 畜水産分野はラオスにおける農業分野 GDP の 40%を生産しており、農村部における

現金収入および資産形成において主要な役割を果たしているといわれている。それに

も関わらず農林省の予算配分においては灌漑分野が 66%を占めているのに対し、畜水

産分野は 3-5%しか占めていない。また海外からの公的支援も灌漑分野に 45%が投入さ

れており林業分野への投入もかなりの割合になるにもかかわらず、畜水産分野への投

入は相対的に少ない。この事実から推測すると畜水産局の農林省内での地位が過小評

価されて、灌漑局や林業局などに比べて予算獲得力が弱いのではないかと考えられる。

人的能力の点では局長、次長のほか数名の高級職員は高い交渉力、理解力、行動力を

持っており、海外経験も非常に豊富であるが、その下のクラスの人材が手薄であるた

め、同クラスの人材育成を行う必要がある。 

 

（４）カウンターパートの配置 

 短期調査においては、本プロジェクトのカウンターパートとして 10 名の畜水産局職

員が配置されることで畜水産局側と合意したが、プロジェクト開始時点では下記の 5

名が配置されている。 

 Mr. Chanthaboun Sirimanothom プロジェクトマネージャー 

 Mrs. Nouhak Liepvisay   普及計画担当兼業務調整 

 Mr. Bounhong    種苗生産担当ラオス側主任 

 Mr. SengKeo    養殖担当ラオス側主任 

 Mr. Hunh Vilaychit   養殖担当 

 このほか下記の 2 名が 9 月の新予算年度から畜水産局職員として採用されカウンタ
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ーパートとして配置されることになっている。それまでは臨時職員としてプロジェク

トに配置されている。 

 Mr. Thong Khoune   種苗生産担当 

 Mr. Bouasavane    普及計画担当 

 さらに次にあげるラオス国立大学農学部畜産学科水産コースの学生 4 名が本プロジ

ェクトで卒業研修を行い、卒業後の 9 月に畜水産局職員として採用され、そのうち 3

名が種苗生産および養殖分野のカウンターパートとして配置されることになっている

（1名はノンテン養魚場に配置される予定）。 

 Ms. Vongsamay 

 Ms. Savanhchay Pilavong 

 Mr. Vanhanapahr Tammajedy 

 Mr. Bunron    

 

 2222----2.2.2.2.日本側実施体制日本側実施体制日本側実施体制日本側実施体制    

（１）長期専門家 

指導分野 氏名 所属 派遣期間 
チーフアドバイザー/養殖
普及 

池ノ上 宏 （株）国際水産技術開発 01.2.19- 
03.2.18 

業務調整 伊藤 将宏 （株）タスクアソシエーツ 01.2.19- 
03.2.18 

淡水養殖 茶木 博之 （株）国際水産技術開発 01.2.19- 
03.2.18 

種苗生産 山田 収 アイシーネット（株） 01.2.19- 
03.2.18 

 

（２）短期専門家 

指導分野 氏名 所属 派遣期間 
農村女性に対する養
殖普及 

足立 久美子 （株）国際水産技術開発 01.6.10-01.9.9 

養殖施設詳細設計 金山 秀明 （有）金山秀明一級建築士
事務所 

01.8.1-01.8.29 

評価分析 東野 英昭 （株）レックス・インター
ナショナル 

01.9.10-01.9.29 

 

（３）研修員受入 

研修分野 研修員氏名 受入期間 主な受け入れ先 
淡水養殖 Mr.Keomanihak Seng Keo 01.5.22-01.8.2 埼玉県農林総合研究センター 
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8 水産支所 

 

3.3.3.3.    活動の進捗状況活動の進捗状況活動の進捗状況活動の進捗状況                                

3-1.種苗生産 / 淡水養殖 

SG1-1：養殖実態情報の収集 

情報収集用のデータシートを作成し、サバナケット県、カムアン県、ボリカムサイ

県、ヴィエンチャン県、ヴィエンチャン特別市、シェンクワン県の県養殖ステーショ

ンや民間養殖場を視察して情報を収集した。 

SG1-2：養殖実態情報の分析 

上記調査で収集した資料やノンテン養殖場の操業状況を分析することにより、産卵

巣、稚仔魚の取り扱いや飼育方法、若年魚や成魚の取り扱い方法、種苗の輸送方法、

稚小魚や成魚への投餌方法などに改良すべき多くの問題があることがわかった。 

SG1-3：水質データの測定 

ノンテン養魚場の養魚池の水質データ（水温、pH、DO、透明度）を少なくとも週３

回測定し記録した。 

SG1-4：養殖知識の向上 

養殖試験の計画・準備、試験結果の分析、講義などを通して C/P の養殖知識向上さ

せた。 

 

3-2．種苗生産 

S1-1：ティラピア採卵技術改善試験 

C/P（ラオス国立大学の卒研修生で C/P 候補者）にティラピア採卵技術改善のための

基礎的な知識を得させるために、ティラピア親魚の大きさと抱卵数の関係を調べた。

現在結果の取りまとめ中。コンクリート水槽中で自然産卵させた場合と、卵を口から

取り出して孵化させた場合の、種苗生産効率を比較する試験を準備中。 

S1-2：ティラピア卵孵化技術改善試験 

C/P 候補者を指導して、ティラピア卵を流水量の異なった孵化盆で孵化させ、孵化

率と流水の関係を求める試験を行った。現在、試験結果の取りまとめ中。 

S1-3：種苗輸送方法の改善試験 

ノンテン養殖場などにおける種苗出荷作業を写真やビデオで記録した。その結果、

種苗の取り扱いやパッキングの方法が非常に乱暴で、輸送に際してのへい死率が非常

に高いことが明らかになった。パッキングの際の適正密度や、適正な稚魚取り扱い方

法を求める試験を計画中。ノンテン養殖場では試験ができないので、実際の試験はナ
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ムスワン養殖センターが完成してから実施する予定。 

 

S1-4：孵化仔魚初期餌料の改善試験 

ガラス水槽中でロフーの仔魚を飼育し、ラオスでもっとも頻繁に使われているゆで

卵の卵黄を与えた場合と、池から採取した動物プランクトンを与えた場合の方が、仔

魚の成長、生残率、肥満度ともはるかに良いことが明らかになった。追試験を行って

いる。 

S1-5：養殖池における投餌方法改善試験（Part 1） 

稚魚を網生簣で飼育し、餌を散布した場合と給餌皿に入れた場合の給餌効率を比較

する試験を準備中。 

S1-6. 仔魚飼育における昆虫による食害防徐試験 

ガラス水槽を用いて、食害昆虫を防ぐための適正な農薬とその濃度を求める試験を

準備中。 

S1-7：施肥技術改善予備試験 

ガラス水槽を用いて、水に肥料を添加した場合どのような動植物相が現れるかを観

察する試験を準備中。 

 

3-3．淡水養殖（養成・親魚育成） 

G1-1：市場調査 

 ヴィエンチャン市内および周辺の市場から２カ所を選び、定期的に魚種、魚価、

出荷量、流通経路などを調べている。 

G1-2：投餌方法改善試験（Part 1） 

(1) ティラピアの若年魚を網生簣で飼育し、タイ製配合飼料を与えた場合、ラオ

スで一般に使われているフスマに小麦粉を５％混ぜて練り餌として与えた場

合、フスマに水だけを加えて練った場合、および無投餌の場合の成長比較試

験を行った。タイ製配合飼料を与えた場合の成長が最も良く、また、フスマ

に小麦粉を混ぜた練り餌を与えた方が水を混ぜ合わせただけのフスマを与え

たより成長が良いことがわかった。追試験を行うための準備中。 

(2) コイの若年魚を網生簣で飼育し、タイ製配合飼料、ラオスで一般的に使われ

ているフスマ等に小麦粉を５％混ぜた練り餌、フスマ等を水だけで練った餌

を与えた場合の成長比較試験を準備中。 

G1-3：網生簣を用いた適正投餌量試験 

(1) コイの若年魚を網生簣で飼育し、タイ製配合飼料（タンパク含有量３２％）の投
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与量を体重の０％、２％、４％、６％与えた場合の成長比較試験をした。投与量４％

で成長がもっとも良かった。 

(2) ティラピアの若年魚を網生簣で飼育し、餌の投与量による成長の違いを求める予

備的試験を準備中。 

G1-4：魚体取り扱い技術改善試験 

従来使用されているタモ網などの道具類の材質、構造などを改善するために、材質

や構造をかえた道具との間で魚体の損傷率等にどのくらいの違いが出るかを調べる試

験を準備中。 

 

3-4．普及計画 

E1-1：養殖実態に関する全国調査(Part1) 

中南部（サバナケット県、カムアン県、ボリカムサイ県）、北東部（シェンクワン県、

フアパン県）、中部（ヴィエンチャン県、ヴィエンチャン特別市）における調査を行っ

た。調査項目は、県・群畜水産事務所の人員・活動、県養殖ステーションの施設・人

員・生産能力、民間養殖場の施設、生産能力などである。これに気象、産業、人口等

のデータを加えてシェンクワン県、フアパン県、ヴィエンチャン県、ヴィエンチャン

特別市については Provincial  Aquaculture  Profile を作成した。 

E1-2：養殖普及におけるジェンダー調査 

足立久美子氏を水産ジェンダー短期専門員（６月１０日～９月９日）として招請し

た。農林省および畜水産局の婦人同盟員を協同して、サバナケット県、ボリカムサイ

県、ヴィエンチャン県で養殖普及、自給的漁業、共同体による養殖などに関るジェン

ダー調査を行った。ヴィエンチャン県で２カ村（JICA 農業農村開発計画の対象村を選

び、持続的な（調査期間１年間）水産ジェンダー調査に着手した。「ラオスの養殖普及

におけるジェンダー配慮」というテーマでワークショップを開催し、国、県、群、ラ

オス婦人同盟、国際機関、JICA のプロジェクトなどから３５名の参加者があった。ワ

ークショップの結果を取りまとめて Proceedings を作成した。 

E1-3：シェンクワン教員養成大学養殖プロジェクト支援 

教育省に所属するシェンクワン教員養成大学が実施しようとしている養殖プロジェ

クトに技術的支援ができるかどうかを探るため、ヴィエンチャン県及びシェンクワン

県の畜水産事務所の協力を得て現地調査を行った。養殖計画や作業計画を作成して技

術的支援を続けることとした。 

 

3-5．ナムスワン養殖センター建設 
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C1-1：コンサルタント会社の選定 

事前審査、入札を実施し、梓建設株式会社をセンター施設詳細計画を委託するコン

サルタントとして選定した。 

C1-2：詳細設計と入札図書の作成を行った。金山秀明氏を施設設計管理短期専門家（８

月２日～８月２８日）として招請した。 

 

4. 4. 4. 4. ラオス養殖技術の問題点と研修方法についてラオス養殖技術の問題点と研修方法についてラオス養殖技術の問題点と研修方法についてラオス養殖技術の問題点と研修方法について    

4-1.公営養殖場における組織環境の整備 

目的 方法 
（１）研修・実習センターの位置づけを高
め内容の濃い格式有る施設に充実させる 

徹底した飼育体験を経験させ、原因を討議
し、自信と信頼を会得した実践的な普及員
を養成する 

（２）勤労意欲の向上 生産を増加することで職場が整備され、更
に生産が向上し、また、給料や手当の付く
組織としての権限を持たせる 

（３）発想転換意識の向上 発想の応募制度を導入する。特に、日本な
どで研修した者については、積極的な発想
を出しやすい雰囲気を作り、特典を与える 

4-2.種苗生産技術の改善 

目的 研修方法 
（１）健康で体力のある親魚の養成 ・魚種別の生態把握と取扱い（観察） 

・給餌管理の差による親魚と卵径・孵化率・
稚魚の大きさ等を比較し、体験する 

（２）孵化管理技術の向上 ・自然界での産卵習性の把握 
・注水量・濁り・水温・酸素量・日光等の
孵化環境を体験する 

（３）稚魚飼育技術の向上 ・餌の種類・量・給餌回数等による成長・
歩留まり・肥満度の変化を体験させる 

（４）稚魚の輸送技術の向上 ・餌止め後の輸送歩留まり効果 
・取り扱い、袋詰めと酸素の封入、輸送中
の水温による斃死実験 

4-3.食用魚養成技術の改善 

目的 研修方法 
（１）養成池の準備 ・害魚、大型魚の除去対策とその必要性を

理解する 
・施肥とプランクトンの発生促進 
・放養時の水質環境の観察 

（２）給餌の必要性 ・給餌と無給餌による成長・肥満度等の変
化を体験する 

（３）餌の工夫 ・餌として利用できると考えられる草の堆
肥・昆虫・残飯・果実等の餌料試験による



 

 - 11 - 

体験、餌料効率の考え方 
（４）種類を混ぜて養殖する技術の開発 ・雑草を堆肥した施肥養魚での魚種の組み

合わせ試験、ティラピアとハクレン等の組
み合わせによる混養技術を養魚者に指導を
兼ねて体験する 
・混養の意義を理解させる 

4-4.養殖池からの取り上げ技術の開発 

目的 研修方法 
（１）完全に水を引くことができない池 ・最初から魚食魚の放流を避ける 

・釣りによって、大型魚だけ釣りあげる技
術の体験 
・一部分に集め網や罠で漁獲し、選別して
出荷する。（罠＝「落とし」という方法でつ
い最近まで日本でも鯉養殖業者がやってい
た） 

（２）食用魚の輸送改善 ・活魚輸送における酸素の利用 
・小型魚の酸素を封入した袋詰め輸送 

（３）鮮魚輸送 ・氷と発泡スチロール等の断熱材を使用し
た死後硬直状態での輸送技術 

（４）加工 ・薫製、乾燥 

4-5.その他 

・野帳持参の習慣によって、データ、観察記録を記帳する習慣会得 

・普及員については、日報・月報の提出習慣会得 

・月報を用いた検討会や報告会の開催 

 

5. 5. 5. 5. 活動上の留意点活動上の留意点活動上の留意点活動上の留意点    

5-1.ナムスワン養殖センター建設予定地 

（１）敷地の中央に立つと、小さな灌漑用水路が南から北東に向かって敷地を二分す

るような形で流れている。敷地の西端に沿って道路があり、道路沿いにナムスワンダ

ムからの灌漑用水路が流れている。 敷地全体は比較的平坦で、その高低差は 5.0m 程

度であり、建設予定地はその最も高い部分にある。水路はレベル的には低い位置にあ

るので、ここから落差を利用して水槽や飼育池に自然注水することは不可能である。

このため、飼育施設への注水には、当面、水路からポンプで汲み上げる方式が計画さ

れいるようである。しかし汲み上げのための電力費やポンプの維持費に要する費用は、

普通、池の使用、不使用に係わらず必要なので、予算に占める割合によっては大きな

負担となり、養殖センターの健全な運営に支障を来すことが懸念される。ラオスのプ

ロジェクト運営上のローカルコスト負担能力が低い現状では、この点が最も気がかり

である。電力費等施設の運営に必要な経費は、日本各地の養殖場においても大きな負
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担となっていて、存続を危うくする例も珍しくないだけに、長期的展望に立って考慮

することが必要であり、将来的には隣接しているダムの放水路から落差で大量の水を

動力なしで施設内に導水することを検討する必要がある。 

 ここで注意が必要なのが、水槽及び飼育池の池底のレベルである。今回のビエンチ

ャン近辺で見た池は、公立、民間を問わず全て地面を掘り下げて造られていた。いず

れも平坦な地にある関係で、例え排水口を開けても水位が下がらないので、魚の取り

上げには網を引くかポンプで排水するしか方法がない。したがって実際には、少し魚

が残っていても、次の種苗を放流するという方法を繰り返しているようである。ラオ

スの養殖場の場合、池毎の取り上げ尾数がはっきりしない例が多いのは、この構造に

も原因があると思われる。また、取り残しの大型魚による補食が稚魚の歩留まりに影

響している例も見られたので、養殖センターの飼育池にはこのようなタイプの池は好

ましくない。どうしても必要というのであれば最小限に止めたい。 

 ナムスワン養殖センターは、養殖技術の改善と人材育成を目的に設立される機関で

あるから、飼育水槽や飼育池はそれが出来る構造になっている必要がある。 

 養殖で重要なことは、現在どの位の大きさの魚がおよそ何尾いるかを把握している 

ことであり、定期的な魚の計数、測定はその基本である。養殖技術の習得も、技術の 

普及も、魚の計数、測定なしではありえないので、養殖センターの人材育成カリュ 

キュラムの必須項目でもある。この作業の中から技術の改善や開発のアイデアが生ま 

れてくるだけに、最も重要な仕事でもある。このような作業は、魚にストレスを与え 

ないよう迅速に確実に行わなければならない。 

 これらの作業を、経常的に実施できるようにするためには、池底のレベルを排水路 

の水位より高い位置にすることが必要である。このようにすれば、排水口を開けるだ 

けで動力なしで池の水を完全に抜くことが出来る。この場合、短時間で排水出来るよ 

うに排水口の口径を大きくすることが重要である。建築の専門家の設計による池は、 

プールと同じような計算で求めているため口径が小さく、排水に時間を要する例が多 

いので注意が必要である。 

 ナムスワン養殖センターの飼育池に関して特に指摘しておきたいことは、決して大

きな池を造らないことである。養殖センターの目的から考えると、少なくとも当面は

大型池の必要性は考えられない。仮に造ったとしても、立地条件から考えると、注排

水に手間と経費が掛かることもあって、活用されずに単に池に魚がいるだけという状

態になる可能性が強い。大きな池一つより、全数調査が可能な小規模な池が多数ある

方がはるかに効率的で、管理も容易である。小型池の場合、定期的な測定に便利なだ

けでなく、作業が容易であること、ポンプでの注水も短時間で終了すること、必要数
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だけ使用すればいいことなど、有利な点が多い。 

 

5-2.現地調査について 

 現地調査では、１）養魚をやりたい人はかなりいるが稚魚の入手が難しいために普

及しない、２）実際にやってみたが歩留まりが悪い（種苗サイズが小さい。不適切な

方法による種苗の運搬。冠水のために逃げられた。盗難。大型魚による食害。餌の質

や量に起因する成長不良、等）が目立った。短期間の調査のために、それぞれの原因

については特定できなかったので、引き続き調査・分析が必要である。なお、平坦地

における冠水のような自然条件によるものを除けば、技術的に比較的簡単に解決でき

るものが多かった。つまりナムスワン養殖センター が軌道に乗り養殖技術の改善と人

材育成が行われるようになれば、普及指導が充実して、各地でより効率的な養魚が行

われるようになることが期待される。    
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